
JP 4407429 B2 2010.2.3

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
水粒子放出部と、該水粒子放出部と対向する対向電極と、水粒子放出部に水を供給するた
めの水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放出部と対向電極との間に高電
圧を印加する電圧印加部とを備え、水粒子放出部と対向電極との間に高電圧を印加するこ
とで水粒子放出部の水がナノメータサイズの帯電微粒子水を生成する静電霧化装置を構成
すると共に、天井から吊下げた吊下げ部材の下端部に設けた物干し部材に洗濯物を干す室
内物干し装置を設け、前記室内物干し装置に干した洗濯物と略同じ高さ位置の室内壁に静
電霧化装置が位置するように設けて成ることを特徴とする静電霧化装置を備えた室内物干
し装置。
【請求項２】
水粒子放出部と、該水粒子放出部と対向する対向電極と、水粒子放出部に水を供給するた
めの水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放出部と対向電極との間に高電
圧を印加する電圧印加部とを備え、水粒子放出部と対向電極との間に高電圧を印加するこ
とで水粒子放出部の水がナノメータサイズの帯電微粒子水を生成する静電霧化装置を構成
すると共に、天井から伸縮自在に吊下げた吊下げ部材の下端部に設けた物干し部材に洗濯
物を干す室内物干し装置を設け、前記室内物干し装置の物干し部材に静電霧化装置を設け
て成ることを特徴とする静電霧化装置を備えた室内物干し装置。
【請求項３】
ケーシング内の空気流路にフィルター、ファン、静電霧化装置を設けて静電霧化ユニット
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を構成するものにおいて、フィルターの下流側に静電霧化装置を設けて成ることを特徴と
する請求項１又は２記載の静電霧化装置を備えた室内物干し装置。
【請求項４】
結露手段による結露水を生成する単位時間当たりの生成量を、静電霧化装置にて帯電微粒
子水を生成するのに要する単位時間当たりの水量よりも多く設定して成ることを特徴とす
る請求項１乃至３のいずれか一項に記載の静電霧化装置を備えた室内物干し装置。
【請求項５】
水粒子放出部と、該水粒子放出部と対向する対向電極と、水粒子放出部に水を供給するた
めの水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放出部と対向電極との間に高電
圧を印加する電圧印加部とを備え、水粒子放出部と対向電極との間に高電圧を印加するこ
とで水粒子放出部の水がナノメータサイズの帯電微粒子水を生成する静電霧化装置を構成
し、上記静電霧化装置にて室内干し洗濯物に向けて帯電微粒子水を吹き付けることを特徴
とする静電霧化装置による室内干し洗濯物の処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、室内干しした洗濯物を乾燥する際の殺菌・防臭処理をするための静電霧化装
置を備えた室内物干し装置及び静電霧化装置による室内干し洗濯物の処理方法に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、室内に洗濯物を干すための装置が存在しているが（例えば特許文献１参照）
、前記装置にて洗濯物を室内干しした場合、屋外に干す場合と比べて乾燥に長い時間を要
する。また、室内干しでは太陽光中の紫外線による殺菌効果も得られない。そのため、一
定温度以上で洗濯物が湿った状態が続くと、そこに残留した有機物汚れと水分とを利用し
て雑菌が繁殖すると共に、雑菌による有機物汚れの分解臭が発生し、不快臭となって室内
に充満してしまうものであった。
【特許文献１】特開２０００－１２６４９７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は上記の従来の問題点に鑑みて発明したものであって、その目的とするところは
、洗濯物を室内干しする際の雑菌の繁殖を抑えて不快臭が生じるのを防止することができ
る静電霧化装置を備えた室内物干し装置及び静電霧化装置による室内干し洗濯物の処理方
法を提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するために請求項１に係る静電霧化装置を備えた室内物干し装置は、水
粒子放出部１１と、該水粒子放出部１１と対向する対向電極１２と、水粒子放出部１１に
水を供給するための水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放出部１１と対
向電極１２との間に高電圧を印加する電圧印加部１３とを備え、水粒子放出部１１と対向
電極１２との間に高電圧を印加することで水粒子放出部１１の水がナノメータサイズの帯
電微粒子水を生成する静電霧化装置１を構成すると共に、天井から吊下げた吊下げ部材４
の下端部に設けた物干し部材に洗濯物を干す室内物干し装置３を設け、前記室内物干し装
置３に干した洗濯物と略同じ高さ位置の室内壁に静電霧化装置１が位置するように設けて
成ることを特徴とするものである。このような構成とすることで、室内物干し装置３に干
した洗濯物を室内干ししても雑菌の繁殖を抑えて不快臭が生じるのを防止することができ
る。また、水供給手段として結露手段を備えることで、自動的に給水することが可能とな
って使用者の給水作業が不要となる。
【０００６】



(3) JP 4407429 B2 2010.2.3

10

20

30

40

50

　また、請求項２に係る静電霧化装置を備えた室内物干し装置は、水粒子放出部１１と、
該水粒子放出部１１と対向する対向電極１２と、水粒子放出部１１に水を供給するための
水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放出部１１と対向電極１２との間に
高電圧を印加する電圧印加部１３とを備え、水粒子放出部１１と対向電極１２との間に高
電圧を印加することで水粒子放出部１１の水がナノメータサイズの帯電微粒子水を生成す
る静電霧化装置１を構成すると共に、天井から伸縮自在に吊下げた吊下げ部材４の下端部
に設けた物干し部材に洗濯物を干す室内物干し装置３を設け、前記室内物干し装置３の物
干し部材に静電霧化装置を設けて成ることを特徴とするものである。このような構成とす
ることで、室内物干し装置３に干した洗濯物を室内干ししても雑菌の繁殖を抑えて不快臭
が生じるのを防止することができる。また、水供給手段として結露手段を備えることで、
自動的に給水することが可能となって使用者の給水作業が不要となる。
【０００８】
　また、請求項３の発明は、請求項１又は２の発明において、ケーシング内の空気流路に
フィルター７１、７２、ファン７３、静電霧化装置１を設けて静電霧化ユニット７を構成
するものにおいて、フィルター７１、７２の下流側に静電霧化装置１を設けて成ることを
特徴とするものである。このような構成とすることで、清浄な空気が結露手段に供給され
て、結露した結露水Ｗに不快臭成分が含まれることがなく、不快臭成分を含んだ帯電微粒
子水が生成されるのを防止することができる。
【０００９】
　また、請求項４の発明は、請求項１乃至３のいずれか一項にの発明において、結露手段
による結露水を生成する単位時間当たりの生成量を、静電霧化装置１にて帯電微粒子水を
生成するのに要する単位時間当たりの水量よりも多く設定して成ることを特徴とするもの
である。このような構成とすることで、帯電微粒子水を生成するのに要する水を生成する
手段とは別に除湿手段を設けることなく、除湿が可能となるものである。
また、上記課題を解決するために請求項５に係る静電霧化装置による室内干し洗濯物の処
理方法は、水粒子放出部１１と、該水粒子放出部１１と対向する対向電極１２と、水粒子
放出部１１に水を供給するための水供給手段としての水を生成する結露手段と、水粒子放
出部１１と対向電極１２との間に高電圧を印加する電圧印加部１３とを備え、水粒子放出
部１１と対向電極１２との間に高電圧を印加することで水粒子放出部１１の水がナノメー
タサイズの帯電微粒子水を生成する静電霧化装置１を構成し、上記静電霧化装置１にて室
内干し洗濯物に向けて帯電微粒子水を吹き付けることを特徴とするものである。このよう
な構成とすることで、洗濯物を室内干ししても雑菌の繁殖を抑えて不快臭が生じるのを防
止することができる。また、水供給手段として結露手段を備えることで、自動的に給水す
ることが可能となって使用者の給水作業が不要となる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明は、洗濯物を室内干ししても雑菌が繁殖するのを抑えて不快臭が生じるのを防止
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明を添付図面に示す実施形態に基いて説明する。本発明は、ナノメータサイ
ズの帯電微粒子水を生成する静電霧化装置を用い、前記帯電微粒子水によって室内干しし
た洗濯物を乾燥する際に殺菌・防臭（消臭）処理を施す処理方法とその装置にかかるもの
であり、まず、静電霧化装置について説明する。
【００１２】
　静電霧化装置１は、図４に示すように一対の電極として機能する水粒子放出部１１およ
び対向電極１２と、前記水粒子放出部１１に水を供給するための水供給手段（液溜め部１
４及び搬送部１５）と、水粒子放出部１１と対向電極１２との間に高電圧を印加する電圧
印加部１３とを備えたもので、水粒子放出部１１と対向電極１２との間に高電圧を印加す
ることで水粒子放出部１１の水からナノメータサイズの帯電微粒子水のミストＭを生成す
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るものである。
【００１３】
　図４に示す静電霧化装置１の例では、水供給手段としての液溜め部１４及び下端が液溜
め部１４内に入れられた水に浸される多孔質材からなる棒状の搬送部１５と、これら搬送
部１５の保持及び水に対する電圧の印加のための液印加電極１６と、前記搬送部１５の先
端部の水粒子放出部１１と対向する対向電極１２と、上記液印加電極１６と対向電極１２
との間に高電圧を印加する電圧印加部１３とからなる。
【００１４】
　対向電極１２と液印加電極１６は共にカーボンのような導電材を混入した合成樹脂やＳ
ＵＳのような金属で形成してある。
【００１５】
　搬送部１５は多孔質材で棒状に形成するもので、本実施形態では粒径が２～５００μｍ
のセラミック粒子からなり、その隙間の細孔が１～２５０μｍで連続気泡状に配置される
ように形成してある。搬送部１５の上端は針状に尖った水粒子放出部１１となっており、
搬送部１５の上部が液印加電極１６よりも上方に突出し、下部が液印加電極１６から下方
に突出して上記液溜め部１４内に入れられた水と接触するようになっている。
【００１６】
　対向電極１２は接地してあり、液印加電極１６に電圧印加部１３を接続して高電圧を印
加すると共に、多孔質材で形成されている搬送部１５が毛細管現象により液溜め部１４に
入れてある水を吸い上げている時、搬送部１５の上端の水粒子放出部１１が液印加電極１
６側の実質的な電極として機能する。電圧印加部１３としては、電解強度が５００Ｖ／ｍ
ｍ以上、特に７００～１２００Ｖ／ｍｍの電解強度を与えることができるものが好ましい
。
【００１７】
　そして、電圧印加部１３により搬送部１５と対向電極１２との間に高電圧を印加するこ
とで、水粒子放出部１１の水が高電圧により大きなエネルギーを受けて表面張力を超えて
分裂を繰り返すといういわゆるレイリー分裂を起こしてナノメータサイズの粒子径のイオ
ンのミストＭ（例えば１０～３０ナノメータ）を発生させる静電霧化がなされ、この時、
同時に生成された反応性に富む活性種（ヒドロキシラジカル、スーパーオキサイド等の脱
臭・除菌の源となる物質）が、分裂した水に含まれ空気中に飛び出す。このようにして、
水粒子放出部１１から活性種を含んだナノメータサイズの帯電微粒子水のミストＭを発生
させるものである。活性種は非常に反応性に富むため、悪臭成分の分解やカビ発生の抑制
に高い効果を発揮するが、その反応性が高いため単独で存在する場合には寿命が短い。し
かしながら、静電霧化装置１により得られるナノメータサイズの帯電微粒子水においては
、活性種が水分子に包みこまれているようにして存在しているため寿命が長くなり、しか
も、上記のようにナノメータサイズと非常に小さいので空気中に長時間浮遊すると共に拡
散性が高く、空間の広い範囲において活性種（ヒドロキシラジカル、スーパーオキサイド
等）により空気中の脱臭効果、カビや菌の除菌や繁殖の抑制効果を高めることができ、更
に、帯電微粒子水はナノメータサイズと非常に小さいので、室内干しされた洗濯物の繊維
間の隙間等に入り込むことが可能となり、これによって洗濯物に付着した雑菌を殺菌した
り、悪臭成分を分解することができる。以下に臭気とナノメータサイズの帯電微粒子水に
含まれた活性種の脱臭反応式を示す。
【００１８】
　アンモニア　　　　　２ＮＨ３+６・ＯＨ→Ｎ２+６Ｈ２Ｏ
　アセトアルデヒド　　ＣＨ３ＣＨＯ+６・ＯＨ+Ｏ２→２ＣＯ２+５Ｈ２Ｏ
　酢酸　　　　　　　　ＣＨ３ＣＯＯＨ+４・ＯＨ+Ｏ２→２ＣＯ２+４Ｈ２Ｏ
　メタンガス　　　　　ＣＨ４+４・ＯＨ+Ｏ２→ＣＯ２+４Ｈ２Ｏ
　一酸化炭素　　　　　ＣＯ+２・ＯＨ→ＣＯ２+Ｈ２Ｏ
　一酸化窒素　　　　　２ＮＯ+４・ＯＨ→Ｎ２+２Ｏ２+２Ｈ２Ｏ
　ホルムアルデヒド　　ＨＣＨＯ+４・ＯＨ→ＣＯ２+３Ｈ２Ｏ
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なお、上記脱臭反応式において、・ＯＨはヒドロキシラジカルを示す。
【００１９】
　静電霧化装置１の運転時には、液溜め部１４内に貯留された水は僅かずつ消費されてい
くため、液溜め部１４に水位センサー（図示せず）を設け、該水位センサーにて一定の水
位以下となった状態を検知すると、静電霧化装置１内に給水配管（図示せず）から水を液
溜め部１４内へ自動で供給するようにしてもよく、これにより、使用者の給水作業が不要
となる。
【００２０】
　また、図５に示す静電霧化装置１の他例では、放熱部Ｈと冷却部Ｒを有するペルチェユ
ニット２からなる結露手段を水供給手段として備えたものが設けてある。ペルチェユニッ
ト２は、熱伝導性の高いアルミナや窒化アルミニウムから成る絶縁板２１の片面側に回路
を形成してある一対のペルチェ回路板２２（２２ａ，２２ｂ）を、互いの回路側が向い合
うように対向させ、多数列設してある熱電素子２３を両ペルチェ回路板２２ａ，２２ｂ間
で挟持するとともに隣接する熱電素子２３同士を両側の回路で電気的に接続させ、ペルチ
ェ入力リード線２４を介してペルチェユニット用電源２５にて為される熱電素子２３への
通電により一方のペルチェ回路板２２ａ側から他方のペルチェ回路板２２ｂ側に向けて熱
が移動するように設けたもので、前記一方のペルチェ回路板２２ａを冷却部Ｒ側に接続す
るとともに他方のペルチェ回路板２２ｂを放熱部Ｈ側に接続する。本例では図５に示すよ
うに、ペルチェ回路板２２ｂを設けた絶縁板２１を放熱部Ｈとしての放熱フィンに接続す
るとともに、ペルチェ回路板２２ａを設けた絶縁板２１を後述する冷却部Ｒに接続するも
のである。
【００２１】
　冷却部Ｒは、内部に結露水Ｗを溜めることができる液溜め部１４が形成されるように上
方に開口する略皿状に形成してあり、この冷却部Ｒの内部上面に液印加電極１６が設けて
ある。
【００２２】
　液印加電極１６は、上端部が水粒子放出部１１となるもので、多孔質材で形成されるか
微細孔や微細溝（図５の例では微細孔１５ａ）を有しており、その下端部の冷却部Ｒに貯
水されている結露水Ｗを毛細管現象にて放電部となる上端部の水粒子放出部１１まで搬送
可能な搬送部１５となるようにしてある。また、水粒子放出部１１を金属で形成したり金
属製の表面膜を形成したりして表面の熱伝導性を高く形成するとともに冷却部Ｒに熱的に
接続されるように取付けることで、水粒子放出部１１の表面に直接結露水Ｗを結露させる
ようにしてもよい。またあるいは、上端部が水粒子放出部１１となる多孔質セラミック等
からなる搬送部１５に液印加電極１６を設けてもよい。
【００２３】
　また、冷却部Ｒにはオーバーフロー孔２６が設けてあり、液溜め部１４内に溜められた
結露水が一定水位以上となった時に前記オーバーフロー孔２６を介して余剰水を下部の余
剰水貯水タンク２７へ排出することができる。
【００２４】
　このように、ペルチェユニット２からなる水供給手段を設けた静電霧化装置１にあって
は、使用者の給水作業を不要とすることができる。
【００２５】
　上記のような静電霧化装置１は、生成した活性種を清浄な空気に混入させて吐出させる
ため、フィルター、ファンとともに組み込まれて静電霧化ユニット７が構成される（図１
乃至図３、図６参照）。本例の静電霧化ユニット７は、図６に示すように、略箱状をした
ケーシング内の空気流路に上流側からフィルター７１、フィルター７２、ファン７３、静
電霧化装置１を順に設けて構成してあり、前記ケーシングの空気流路の上流側端部に吸気
口７０ａ、下流側端部に吐出口７０ｂがそれぞれ形成してある。２つのフィルターのうち
上流側のフィルター７１は、微細網目状をしたもので、これによって空気中のホコリや微
粒子が除去される。下流側のフィルター７２は活性炭若しくは酸化触媒からなり、空気中
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の不快臭成分が分解除去される。このようなフィルター７１、７２の下流側に結露手段及
び静電霧化装置１を配設することで、清浄な空気が結露手段に供給されて、結露した結露
水Ｗに不快臭成分が含まれることがなく、不快臭成分を含んだ帯電微粒子水が生成される
のを防止することができる。
【００２６】
　以上のような静電霧化ユニット７（静電霧化装置１）を用いて、室内干しされた洗濯物
に向けて活性種を含んだナノメータサイズの帯電微粒子水を吹き付けることで、室内干し
された洗濯物の繊維間の隙間に帯電微粒子水が入り込んで、洗濯物に付着した雑菌を殺菌
して繁殖を抑えることで消臭（防臭）を行うことが可能となる。室内干しする洗濯物は、
どのように室内干ししてあってもよいのであるが、本実施形態では室内物干し装置にて洗
濯物を室内干しするもので、以下に室内物干し装置について説明する。
【００２７】
　本実施形態における室内物干し装置３は、図１、図２に示すように、天井裏に設けた収
納箱体３０と、収納箱体３０内から天井Ｃの開口部Ｃ１を介して下方に昇降自在に連出さ
れた一対の吊下げ部材４と、各吊下げ部材４の下端部に取り付けられた吊りアーム５間に
掛け渡される物干し部材としての物干し竿６とを備えている。
【００２８】
　収納箱体３０は、図２に示すように、天井Ｃに取付けられる箱本体３１と、箱本体３１
の開口を覆う蓋板（図示せず）とから成る。一対の吊下げ部材４は、箱本体３１に取り付
けられるパンタグラフ式の伸縮アーム４１と、伸縮アーム４１を昇降させるモータ（図示
せず）とで構成されている。モータの制御は壁などに取付けた操作器スイッチやリモコン
等により行なわれる。
【００２９】
　パンタグラフ式の伸縮アーム４１は、左右対称構造を有しており、図２に示すように、
上部フレーム４２と吊りアーム５とが複数のリンク片４３で連結されて構成されている。
最上部のリンク片４３の上端部は上部フレーム４２に設けたガイド孔４２ａに沿って横方
向にスライド自在に支持され、最下部のリンク片４３の下端部は吊りアーム５に設けたガ
イド孔５０に沿って横方向にスライド自在に支持されており、各リンク片４３は上下方向
に折り畳み自在となっている。吊りアーム５の中央部には収納箱体３０内のプーリー３３
を介してモータ軸に連結されたワイヤ３４の下端が連結されており、モータの駆動によっ
て吊りアーム５は上下移動可能とされる。
【００３０】
　両吊りアーム５間には、複数本（本例では３本）の物干し竿６が架設されており、この
物干し竿６に洗濯物を掛けて室内干しすることができるようになっている。
【００３１】
　このような室内物干し装置３は、天井裏に設置した収納箱体３０から昇降自在に吊下げ
た一対の吊りアーム５，５間に物干し竿６を取付けることで、複数の物干し竿６と２本の
吊りアーム５とで枠体が構成されて、十分な耐荷重性をもたせることができ、洗濯物を物
干し竿に干すことが可能となると共に、吊下げ部材４をモータで昇降自在とすることで、
不要なときは天井裏に容易に収納できるので、使い勝手も良くなるように構成してある。
そして、この室内物干し装置３に上述した静電霧化ユニット７（静電霧化装置１）を設け
て静電霧化装置１を備えた室内物干し装置３としてある。
【００３２】
　この静電霧化装置１を備えた室内物干し装置３においては、物干し竿６を天井に収納し
た状態から引き降ろして使用する状態とした時、電子回路からなる制御部（図示せず）に
よって自動的に静電霧化装置がＯＮとなって帯電微粒子水が吹き出されるようにしてあり
、更に手動でＯＮ・ＯＦＦ可能なスイッチが設けてあって手動でも帯電微粒子水の吹き出
し・停止が可能となっている。これにより、静電霧化装置１を備えた室内物干し装置３の
物干し竿６を引き降ろして使用状態とした時に帯電微粒子水が静電霧化装置１から自動的
に吹き出されるようになり、この時物干し竿６に掛けて干した洗濯物に前記帯電微粒子水
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が吹き付けられ、洗濯物に付着した雑菌の殺菌が行われる。
【００３３】
　また、静電霧化装置１を備えた室内物干し装置３の他例として、図３に示すように、室
内物干し装置３に直接取り付けるのではなく、室内の壁面に設けたものでもよい。図３に
示す例では洗面・脱衣室の天井Ｃに室内物干し装置３を設けるとともに、内側壁の窓枠の
下部に静電霧化装置１を備えた静電霧化ユニット７が設けてある。静電霧化装置１を設け
る高さは、室内物干し装置３の物干し竿６に干した洗濯物の高さと略同じになる高さとし
てある。このようにすることで、室内物干し装置３に静電霧化装置１を組み込まなくても
、単体の静電霧化装置１を室内に設けるだけで洗濯物の殺菌・消臭を行うことができる。
【００３４】
　また、上述したような結露手段を有する静電霧化装置１においては、帯電微粒子水を生
成するのに要する水量よりも多くの結露水を生成させて、この室内の除湿を行ってもよい
。これは、結露手段（ペルチェユニット２）による結露水を生成する単位時間当たりの生
成量を、静電霧化装置１にて帯電微粒子水を生成するのに要する単位時間当たりの水量よ
りも多く設定することで、室内の空気の湿度が下がって除湿されるものである。これによ
り、帯電微粒子水を生成するのに要する水を生成する手段とは別に除湿手段を設けること
なく、除湿が可能となるものである。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の静電霧化装置を備えた室内物干し装置を示し、（ａ）は物干し竿を下げ
た使用状態の斜視図であり、（ｂ）は物干し竿を上げた収納状態の斜視図である。
【図２】図１（ｂ）の天井を切り欠いた側面図である。
【図３】同上の他例の静電霧化装置を備えた室内物干し装置を示し、（ａ）は全体斜視図
であり、（ｂ）は静電霧化装置を備えた静電霧化ユニットの斜視図である。
【図４】静電霧化装置の一例の説明図である。
【図５】静電霧化装置の他例の説明図である。
【図６】静電霧化装置を備えた静電霧化ユニットを示し、（ａ）は概略構成図であり、（
ｂ）は断面図である。
【符号の説明】
【００３６】
　１　静電霧化装置
　３　室内物干し装置
　５　吊りアーム
　６　物干し竿
　７　静電霧化ユニット
　７０ｂ　吐出口
　Ｃ　天井
　Ｃ１　開口部
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